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研究成果の概要（和文）：本研究は、H23年3月に発生した東日本大震災後の東京電力福島第一原子力発電所事故
による避難の影響を受けた地域に居住する子どもの発達とその保護者のメンタルヘルスについての実態把握を目
的として、乳幼児健診問診票を活用した悉皆調査と学齢期の保護者向けの子育てアンケートを実施した。併せ
て、これらの調査の実施とデータの活用について、地域の支援者らと共に発達支援に役立てるための検討会を行
った。その結果、支援ニーズが高い親子の特徴として「乳幼児期の情緒の問題」、「発災時に長期の避難生活を
経験」、「保護者が周囲のサポート不足を感じている」の３点が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to elucidate the development of children and the 
mental health of their parents living in areas affected by the evacuation resulting from the 
accident at the Tokyo Electric Power Company's Fukushima Daiichi nuclear power plant, following the 
Great East Japan Earthquake in March 2011. As methods, a comprehensive survey utilizing infant 
health check-up questionnaires and parenting questionnaires targeted at guardians of school-aged 
children were implemented.
In addition, we held discussions with local supporters to utilize the survey execution and data for 
developmental support. As a result, three main characteristics of parent-child pairs with high 
support needs were revealed: "emotional issues during infancy," "long-term evacuation experiences at
 the time of the disaster," and "parents feeling a lack of support from their surroundings.

研究分野： 臨床心理学

キーワード： 乳幼児健診　災害支援　発達支援　保護者支援
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義：震災後の環境変化により子どもの生じる行動変化を地域の悉皆データを用いることで明らかにし
た。このような研究は国内外で乏しく子どもの発達についての貴重なデータである。さらに幼児期の子どもと保
護者の状態を把握することで学童期に支援ニーズが高い子どもを予測することの可能性が示唆された。
学術的意義：母子保健、教育、障害福祉の担当者が共同して親子の支援体制を構築することの有効性を担当者ら
が実感し、地方自治体における支援体制構築に役立った。他地区のモデルにもなりうる。支援ニーズの高い親子
を見出すことが可能になり資源ニーズの乏しい地方において、貴重な支援資源を有効に活用することが可能にな
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

 
１．研究開始当初の背景  

平成 23 年 3 月 11 日に発災した東日本大震災（以下，震災）では，東京電力福島第一原子力発
電所事故（以下，原発事故）により近隣地域住民が避難を余儀なくされた．現在も避難者数は
27,399 人（うち県外避難者 21,101 人 県内避難者 6,293 人 避難先不明者 5 名）である(2023.3
月時点，福島県)． 
申請者は，福島県沿岸部の自治体 A における乳幼児健診問診票を用いた量的調査（H22～H30

年度までの 1 歳半，3 歳児のデータ約 4000 件の統計解析）の研究者代表者として 5 年目を迎え，
その中間報告会及びシンポジウムを開催した（2020.10.4）．調査結果からは避難先で生活する親
子の実態把握の難しさ，遠方避難者に十分な支援を届けられないこと等が課題として挙げられ
た．現在，原発事故後による避難の影響を受けた自治体の子どもの発達及び保護者のメンタルヘ
ルスに関する調査研究は，福島県民健康調査「こころの健康度・生活習慣に関する調査（ここか
ら調査）」（福島県立医科大学 放射線医学県民健康管理センター），岩手・宮城・福島 みちのく
こどもコホート 1) 2）以外には見当たらない．本調査は，既存の母子保健事業で活用する乳幼児
健診問診票を活用することで，発災前と発災後に出生した子どもの両者を対象者として H30 年
度までの各年度の健診結果について，自治体 A の悉皆調査を実施した．これは，自治体 A の子ど
もの全体的な発達の変化を捉えた重要なデータである． 

併せて，研究分担者の内山らは，発災時から 2013 年までの 12 年間，継続的に原発事故による
避難指示を受けた地域の子どもの医療・発達支援を行ってきた．そこで，避難中または帰還した
発達の偏りや遅れの心配のある子どもの保護者に対するアンケート調査を実施し，支援とその
実態把握を行ってきた．これは，臨床例から得られる支援ニーズの高い親子のデータである． 
これらの結果を総合的に分析・考察を行うと共に，今後の発達支援システムの構築に向けて自

治体 A・B の行政担当者や地域の支援者らと検討を行う資料とする． 
避難の混乱が 10 年以上続く福島県の子どもの発達支援に関する復興において土台となる研究

であり，かつ今後の大規模災害，緊急災害時の親子支援に活用されることが期待される． 
 

２．研究の目的 
本研究は，H23年 3月に発生した東日本大震災後の東京電力福島第一原子力発電所事故（以下，

原発事故）による避難の影響を受けた地域 A（福島県内の沿岸部で原発事故による避難の影響を
受けた自治体），B（福島県内の内陸部で原発事故による避難の影響がなかった地域）に居住する
子どもの実態把握（研究１）と併せて，原発事故による避難中および帰還した発達の偏りや遅れ
などの心配のある子どもとその保護者について，具体的にどのような支援ニーズがあるのかを
検討する（研究２）．それらを踏まえ，子どもの発達特性に関する経時的把握のためのシステム
構築について検討する（研究３）ことを目的とする． 

 
３．研究の方法 
（研究１）対象自治体 A・B における①乳幼児健診問診票のデータ化（乳児期）と②親子のメン
タルヘルスの実態に関する追跡調査の実施（小学２・５年生）及び①と②の紐づけとデータベー
ス化を行い，これらのデータを解析し避難生活が親子に与える影響について検討する． 
（研究２）原発事故による避難中，または避難から帰還し，発達の偏りや遅れがある子どもの保
護者を対象にアンケート調査を行い，親子のメンタルヘルスの特徴と支援ニーズについて検討
する． 
（研究３） 研究１を実施すべく各自治体にワーキンググループ（以下，WG）を設立し，システ
ム構築に向けて WG がどのように機能したかを時系列で記録・整理し，今後の大規模災害の備え
として他の自治体への普及を目指し，③システム構築に関するマニュアルを作成する． 
 
４．研究成果 
（１）研究１ 
①乳幼児健診調査実施数，1 歳半，３歳児の状況（実施年度及び基本情報の記述統計） 
 健診データはすべてデジタル画像にし，文字や数値についてはエクセルデータにして 1 歳
半健診と 3 歳半健診の紐づけを行い，統計的分析を可能とした．データ数は，1 歳半健診では
平成 20～30 年度（11 年間）に受診した 3,821 名，3 歳半健診では平成 22～30 年度に受診し
た 2,218 名であった（詳細は表 1 の通り）．分析の結果，3 歳半健診では震災直後では保護者
回答で子ども「落ち着きがない」行動が増え，その後少し減少したが震災前よりも高い状況が
続いている．災害などの直後は子どもの多動が増えるという報告があるが，本研究もそれを支
持する結果であった． 
②小学２年生，５年生の調査の状況（実施年度及び基本情報の記述統計） 
 幼児期の発達の影響を調べるため，小学２年生・５年生の保護者に対して，市の教育委員会
を通じて子育てアンケートを実施した．子育てアンケートの内容は，フェイスシート（性別，
年齢，医療，福祉，教育上の支援の有無等），日本語版子どもの強さと困難さアンケート
（Strength and Difficulty Questionnaire：SDQ），うつ病・不安障害のスクリーニング調査



票（K6），健康関連 QOL（SF-8／SF-12），子育て環境，震災時の避難状況を含めた．回収結果は
表２の通りであった．対応のない t 検定を行ったところ，子どもの SDQ の結果は概ね全国平
均と差はなかったが，令和元年の小２で行為の問題が全国平均よりも有意に低かった． 
③乳幼児健診と小学生データの紐づけ後のデータの数など  
 １歳半および３歳半乳幼児健康診査問診票の結果と，小２もしくは小５のアンケート結果
の紐づけを行った．（表３） 
 小２および小５の SDQ の総合的困難度（TDQ）に関連する要因についてロジスティック回帰
分析を用いて求めたところ，小２では，調査時現在の保護者の全体的健康感の低さと 3:6 健診
時の子どもの情緒の問題，長期の避難生活が影響していた．小５では，調査時現在において保
護者が周囲のサポートが不十分と感じていること，3:6 健診時でもサポートが不足していたこ
とが影響していることが分かった． 
 以上の結果から，乳幼児健診時に情緒の問題がある子どもは長期のサポートが必要になる
可能性があること，避難生活が長い親子は支援ニーズが高いことが分かった． 
 
表１                   表２ 
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④乳幼児健診問診票と併用して活用するための“自閉症の特性に関する質問紙 U 式”（独自に 
作成）の経時的変化（1 歳半健診用，3 歳児健診用）について 

震災後，平成 24 年度から平成 30 年度の，各質問項目への反応を年度間で比較した．その結
果，1 歳半健診では 7 項目中 1 項目で年度差が認められ，「よく寝なかったり，夜泣きが多か
ったり」の質問項目への反応が平成 24 年度で高く，平成 25 年度以降は減少していた．3 歳半
健診では，多動（動きが多く目が離せない）が平成 24 年度と平成 25 年度の健診で多く，平成
26 年度では低下していた．また，「震災後の心配な行動」は平成 24 年度および平成 25 年度で
平成 26 年度以降よりも高かった．1 歳半健診および 3 歳半健診のその他の項目では，年度間
で差は見られなかった．震災後の年次変化から，一部の行動特徴については特に震災後 2 年程
度の間報告が多かったが，その他の自閉症特性に関する報告には変化は見られなかった． 
⑤震災直後に転出した子どもと自治体に残った子どもの比較 

内山（2022）は東日本大震災後の平成 23 年度以降に南相馬市でおこなわれた 3 歳半健診に
おいて，保健師が多動・衝動性が高いと評価した子どもが多いことを指摘した．ただし，震災
をきっかけに転出した家族も多いことから，多動・衝動性の増加が震災の影響なのか転出した
家族の増加によるものか分からない．そこで，3 歳半健診を受診した児（受診群）と転出によ
り受診しなかった児（未受診群）に分け，各群の 1 歳半健診の結果について比較した． 
平成 21-22 年度に 1 歳半健診（月齢 17～23 ヶ月）を受診し，震災以降に 3 歳半健診（月齢



40～47 ヶ月）を受診した 1080 名を受診群 384 名と未受診群 696 名に分類した．χ2 検定を用
いて，各群の 1 歳半健診時点の基本属性（家族構成など）と健診結果（判定結果, 行動の特徴
など）について比較した．分析の結果，「同居家族」について未受診群が「祖父（χ2=11.03, 
p<0.01,r=0.10）」や「祖母（χ2=12.31, p<0.01, r=0.11）」と同居している割合が有意に多か
った．また，「日中の保育者」について受診群は「祖母」が，未受診群は「母親」の割合が有
意に多かった（χ2=27.62, p<0.01, r=0.16）．さらに「判定結果」は未受診群の「経過観察（χ
2=11.24, p<0.01, r=0.10）」が有意に多かった．「行動の特徴」の「落ち着きがない」につい
ては有意差が認められなかった（χ2=12.31, n.s.）． 
3 歳半健診を受診した児と受診しなかった児について比較し，有意差が認められた項目もあ 

ったがいずれも効果量（r）が小さかった．そのため，これらが両群を特徴づける背景因子と
は考えにくい．大規模な自然災害後に子どもの問題行動が増加すると指摘されており
（Thienkrua et al., 2006; Scheringa et al., 2008），震災後に多動・衝動性の高い子ども
が増加したという指摘（内山, 2022）は先行研究を支持する結果と言える． 

 
（２）研究２ 
本研究では避難指示区域から避難中または帰還し，かつ発達の偏りや遅れのある子どもの保

護者 74 名に対して，アンケートを実施した．今回は，その内 ACE（Adverse Childhood 
Experiences:以下 ACE）の結果について報告する．ACE 研究は，サンディエゴのカイザーパーマ
ネンテ（Kaiser Permanente 保険会社）とアメリカ疾病予防管理センター（CDC）の共同事業と
して 1997 年から 1999 年にかけて実施された．きっかけは肥満患者の臨床観察とインタビュー
の研究から，子ども時代の逆境体験が，治療の予後に関連していたことが確認されたことであっ
た．それを受けて，子ども時代のトラウマ的出来事 10 種類の長期的な影響を調べることが ACE
研究の目的であった．その結果，成人期における，精神的・身体的疾患の多くが，児童期までの
ACE と深刻なまでに関連していたことが明らかとなった． 

74 名の対象者のうち，ACE がゼロ，つまり全く該当しなかった割合は 66.2％であり，以下 1
（17.6％），2（10.8％），3（1.4％），5（4.1％）という結果であった．サンプル数が少ないため，
他の一般的な疫学調査と比較して ACE の割合が高いかどうかは定かではない．また，親の ACE 累
積度（以下 ACE score という）が，彼らの子どもの情緒の問題と関連しているかどうかを検証
した．子どもの評価は SDQ（Strength and Difficulties Questionnaires）を使用した．下位領
域の「情緒」，「行為」，「多動・不注意」「仲間関係」，「向社会的行動」の全てにおいて，有意差
は認められなかった．すなわち，親の ACE score と子どもの問題に直接的な関連は認められなか
った．一方で，図で明瞭に確認できるように，ある程度の量的反応関係を示していた．併せて，
保護者自身の ACE と AQ 得点（自閉症の特性に関する質問項目）についての有意差はみられなか
ったが，他の質問紙と同様の傾向が認められた．（図１）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

               図１ 保護者自身の AQ 得点と ACE score 
 
（３）研究３ 
研究１実施のためのワーキンググループ（以下，WG）として，自治体 A・B のいずれも母子保

健担当部署，子どもの支援担当部署，障害福祉担当部署，教育委員会 等の担当者及び申請者，
分担者（川島，内山）が一同に介し，グループミーティング（以下，GM）を行った． 
ＧＭでは，既に取り組みを開始している乳幼児健診問診票のデータ化及び分析作業に関する

進捗報告を行い，その後の小学 2・5 年生の保護者を対象にしたアンケート調査について検討し
た．実施方法については，個人情報の取り扱い，採取後のデータの保管や整理の方法，データを
支援にどのように活用するか等を中心に話し合った．本調査は，母子保健と子ども支援，教育委
員会及び学校といくつもの担当部署が関連する．そこで，キーパーソンとなる担当者を中心に，
担当レベルで可能なこと（問診票のデータ採取等）から開始し，その結果を関連部署と共有する
内部報告会を開催，データ採取の目的や活用方法のイメージの共有を図った結果，部署の垣根を
超えて連携体制が築きやすくなった．しかしながら，経時的なデータ採取は長期に及ぶため，行
政内の担当者の異動が大きな課題となる．そこで，2 年を 1 ターンとして地域の支援者向けに調
査報告会を開催することとした．報告者は WG のメンバーも含む．その間，年 2－3 回程度の GM，
年 1 回の内部向け報告会，自立支援協議会等の自治体支援者向けミニ報告会等を開催した． 
担当者の異動を前提とし，ステップを踏んで連携と理解を広げるための実施計画は調査を継

続するための有効な手段と考えられた．併せて，こうした取り組みは地域の発達支援システム構



築のための土台作りの一助となった．また，GM ではデータ保管と活用のために新たなシステム
を導入するのではなく，「既存の使い慣れた管理方法の中で活用したい」「個人情報保護のため部
署を超えたデータの活用が難しい」「システムは異なるが各部署で支援に関する個人データを蓄
積している」等の声があげられた．データは普段慣れたシンプルな取り扱い方法が出来ること，
データだけに着目したシステム構築ではなく，部署間をつなぐ部署がこうしたデータを管理す
ることで問題がクリアできるなど，組織編成も含めた検討が必要となることが明らかとなった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
図７ 経時的な子どもの発達に剣するデータの理解と情報の共有   図８ 部署を超えた子どものデータ共有方法と組織編成 

 

本研究は，地震と津波，さらに福島第一原発事故の影響を強く受けた地区に居住する子どもの

発達への影響をおよそ 10 年に及ぶ乳幼児健康診査を用いた悉皆調査を用いて心理社会学的に検

討し，そうした子どもを長期的にフォローするための仕組みづくりを行政とともに構築するた

めの研究であった． 

本研究を通して，震災後，幼児では「落ち着きがない」「よく寝ない・夜泣き」などの行動が

増え，それは数年間以上継続することが分かった．震災をきっかけに転出した家族も多いことか

ら，多動・衝動性の増加が震災の影響なのか転出した家族の増加によるものかについても検討し

たが，その影響は統計的に認められなかった．よって，本研究の結果は，大規模な自然災害後に

子どもの問題行動が増加すると指摘されている先行研究を支持するものであった． 

小学校調査は，回収率が低かったため，母集団を適切に反映しているか検討の余地が残るもの

の，小学生になると情緒面の問題は全国平均と差はなく，行為の問題を呈する子どもの出現頻度

が小学低学年では全国平均よりも低くなっていた． 

ロジスティック回帰分析の結果では，小２の子どもの困難には，現在の保護者の全体的健康感

の低さと過去（3:6 健診時）の子どもの情緒の問題，長期の避難生活が影響すること，小５の子

どもの困難には調査時現在と過去（3:6 健診時）に周囲のサポートが不足していると感じている

たことが影響していることが分かった． 

以上の結果から，避難の混乱が 10 年以上続く福島県，特に浜通り地区の子どもの行動上の変

化と保護者のメンタルヘルスの経時的な変化を明らかにすることができ，同地区における今後

の支援や今後の大規模災害，緊急災害時の親子支援に活用できる資料と知見を提供することが

できた．今後は保護者がサポートを不足と感じる要因を明らかにすることが必要である。 
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